
 

中 上 さち子 
８９３－６７８５ 

さらがい  ふみ 
８９４－２８３５ 

交野市役所 共産党控室 
私部 1-1-1 

 892-0121(内線 301) 

ＮＯ．１６１６ 
2015年８月発行 

 

 

交
野
市
の
平
成
26
年
度
決
算

見
通
し
は
、
約
２
億
円
の
黒
字
と

な
り
、

12

年
連
続
で
黒
字
で

す
。
積
立
基
金
は
、
約
2
億
円

積
み
増
し
、
約
50
億
円
と
な
り

ま
す
。
市
の
財
政
健
全
化
計
画
で

基
金
を
15
億
円
以
上
残
す
と
し

た
目
標
を
は
る
か
に
上
回
っ
て
い

ま
す
。 

 

日
本
共
産
党
は
、
基
金
を
有
効

に
活
用
し
、
市
民
の
暮
ら
し
・
福

祉
の
充
実
を
行
う
よ
う
求
め
て
い

ま
す
。 

 

ま
た
、
土
地
開
発
公
社
の
保
有

額
は
１
２
６
億
円
ま
で
減
少
し
て

き
て
い
ま
す
。 

 

65
歳
以
上
の
１
人
暮
ら
し

高
齢
者
の
安
全
確
保
の
た
め

の
事
業
で
あ
る
「
緊
急
通
報

シ
ス
テ
ム
」
が
改
善
さ
れ
ま

す
。
利
用
で
き
る
回
線
は
Ｎ

Ｔ
Ｔ
の
回
線
に
限
ら
れ
て
い

た
の
が
、
７
月
か
ら
、
Ｊ
Ｃ

Ｏ
Ｍ
（
ジ
ェ
イ
コ
ム
）
、
Ｋ

Ｄ
Ｄ
Ｉ
等
の
デ
ジ
タ
ル
回
線

で
も
可
能
と
な
り
ま
す
。
Ｎ

Ｔ
Ｔ
回
線
以
外
で
も
利
用
し

た
い
と
の
要
望
を
受
け
、
共

産
党
は
改
善
を
求
め
て
き
ま

し
た
。 

  

億円 

交
野
市
平
成
26
年
度
決
算
見
通
し 

◆土地開発公社保有額は減少 

億円 

◆基金残高 

 

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
は
、
住
民
登
録
を
し
て

い
る
全
員
に
12
ケ
タ
の
番
号
を
付
け
て
、

社
会
保
障
や
税
な
ど
の
個
人
情
報
を
国
が

一
括
管
理
・
活
用
す
る
も
の
で
す
。
来
年

１
月
か
ら
利
用
が
開
始
さ
れ
ま
す
。 

 

交
野
市
で
も
、
年
金
、
医
療
、
介
護
、

雇
用
や
所
得
・
納
税
な
ど
、
お
よ
そ
36
の

事
務
が
共
通
番
号
で
管
理
さ
れ
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。
も
し
個
人
番
号
が
流
出
す
れ

ば
、
さ
ま
ざ
ま
な
個
人
情
報
が
「
芋
づ
る

式
」
に
流
出
す
る
危
険
が
あ
り
ま
す
。
日

本
共
産
党
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
は
、

重
要
な
個
人
情
報
を
国
や
自
治
体
が
監
視

し
、
国
民
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
侵
害
、
個

人
情
報
流
出
の
危
険
も
あ
る
こ
と
か
ら
、

導
入
に
は
反
対
し
ま
す
。 

  

10
月
か
ら
住
民
票
を
も
つ
全
員
に
番
号

を
知
ら
せ
る
「
通
知
カ
ー
ド
」
が
簡
易
書

留
で
郵
送
さ
れ
ま
す
。
「
個
人
番
号
カ
ー

ド
」
の
交
付
希
望
者
は
申
請
が
必
要
で

す
。
カ
ー
ド
の
交
付
を
希
望
し
な
い
方

は
、
申
請
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

10
月
か
ら
番
号
通
知
開
始 

案件名 

賛否の状況 （○賛成 ×反対） 

共産党 公明党 
市民 
クラブ 

交星 
クラブ 

会派 
無所属 

中
上 

皿
海 

友
井 

新 

三
浦 

久
保
田 

野
口 

浅
田 

前
波 

兼
田 

坂
本 

片
岡 

交野市個人情報保護条例の一部を改正する
条例について 

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ 

交野市手数料徴収条例の一部を改正する条
例について 

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ 

 

※前波議員は議長のため、採決には参加していません。 

 

■平成 27年６月議会で賛否の分かれた案件の議決結果 

日本共産党の見解 上記の２つの議案は、マイナンバー制度の導入にともない、個人

情報の取り扱いや手数料を変更する内容です。日本共産党は、マイナンバー制度は個

人情報の流出やプライバシーの侵害などのリスクがあり、導入すべきでないと考える

ことから、制度の導入に伴う２つの条例改正には反対しました。 

 

 

交
野
市
議
会
で
は
、
共
産
党
提

案
の
「
海
外
で
戦
争
す
る
た
め
の

安
全
保
障
関
連
法
案
の
廃
案
求
め

る
」
国
へ
の
意
見
書
は
、
公
明
党
や

交
星
ク
ラ
ブ
等
の
反
対
で
、
議
案
と

し
て
は
上
程
で
き
ま
せ
ん
で
し
た
。 

日本共産党意見書案の要旨 

 安倍政権の平和安全法制は、集団的

自衛権の行使を可能にし、アメリカな

どが起こした戦争に自衛隊が、どこで

も限定なく参加できる戦争法案と呼ぶ

べき内容である。日本国憲法は、過去

の悲惨な侵略戦争を反省し、平和と民

主主義を願う人々の声を基礎に生まれ

たものであり、憲法９条では、「武力

の行使は国際紛争を解決する手段とし

ては、永久にこれを放棄する」と謳わ

れている。 

 戦後 70 年間、平和なアジアと世界

を願い守り抜いてきた憲法９条を壊

し、国民主権、議会制民主主義をもな

いがしろにする法案は認められない。

よって、戦争法案の廃案を求める。 

平成･年度 


